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が第一の問題意識である。今回分析するデータは、
男女雇用機会均等法が施行される前の1982年デー
タを含んでおり、その後92年に育児休業法が施行
されるなど、女性の就業環境整備に向けた法的整
備が進んだ時期をカバーしている。さらに、９０年
代後半以降の雇用情勢が悪化した時期とも重な
り、８０年代、９０年代の労働市場の変動期における
女性の就業構造を分析できるという点で大きなメ
リットがある。
ところで、女性の労働力率は、日本国内でも地
域差が大きい。女性の労働力率を地域別にみた場
合に、なぜ大きな格差が生じているのかは、これ
まで十分明らかになっていない。就業構造基本調
査は調査対象となっている世帯数が多いため、都
道府県別のデータ分析にも耐えられるだけのサン
プルを確保できることから、この特徴を生かして
都道府県別の女性有業率の違いが何によりもたら
されているのかを明らかにするのが第二の問題意
識である。特に「就業構造基本調査」は世帯の状
況、すなわち親との同居、同居する子どもの年齢、
夫の就業状況等のデータがあり、世帯の構造と女
性の就業の関連分析という視点から地域別の比較
を行う。
２．分析の内容と方法
(1)Ｍ字型カーブの構造の時系列分析
女性の年齢階級別の有業率（Ｍ字型カーブ)（３）
等の中身について、キャリアや就業形態等下記に
あげる分類によりその詳細を明らかにするととも
１．分析課題
わが国の女性の年齢階級別にみた労働力率は、
出産、育児期を中心に労働市場を退出する女性が
多いことにより、アルファベットの「Ｍ字型」の
カーブを描くことはよく知られている。このＭ字
型カーブは、かつては先進諸国に共通にみられて
いたが､現在はほとんどの国でＭ字の谷が消失し、
Ｍ字の形状が残っているのは、日本を含むごくわ
ずかな国となっている。
わが国のＭ字型カーブは、時系列でみると、谷
の部分の年齢が20代後半から30代前半へと移動す
るとともに、全体として上方移動の傾向にある。
しかし、日本でＭ字型カーブの20代、３０代の数値
が上昇しているのは、未婚や子どものいない女性
が増加しているからであり、子育て期の女性の労
働力率の上昇は小幅にとどまっているとみられて
いる。厚生労働省（2005）によれば、２０代後半か
ら30代前半の労働力率の上昇は、未既婚比率の変
化要因、すなわち未婚者の増加による部分が大き
いとされている。
本稿においては、総務省統計局「就業構造基本
調査」（１）の1982年から2002年までの20年間、調
査5回分の個票データ（２）を用いて、女性の就業
構造を詳細に分析することを目的に、次の二つの
問題意識から分析を行う。
まず、Ｍ字型カーブについて、より詳しい属性
を明らかにすることにより、女性の有業率の変化
を詳細に分析し、女性の就業の現状に接近するの
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府県による格差が大きく、特にＭ字の谷にあたる
30代女性の有業率の格差が大きい。まずＭ字型カ
ーブの形状を都道府県別に比較し、その上で、子
どものいる世帯の女性の有業率の高い地域と低い
地域、計10都道府県の比較をしながら、女性の就
業の決定要因を検討する。具体的には、以下の４
つの点について分析を行う。
①都道府県別女性の有業率等の変化
②Ｍ字型カーブの構造の時系列変化：上記（１）
の①～④の４パターン
③2002年時点で、子育て期の女性の有業率の高
い地域、低い地域における女性の有業率の決
定要因の分析
３．女性の年齢階級別にみた就業霜造の変化
(1)就業状態
まず、図表１により、Ｍ字型カーブの変化を確
認しておきたい。なお、ここで「Ｍ字型カーブ」
は、「労働力率」ではなく、人口に占める有業者
(失業者を除く）の割合である「有業率」を用い
ている。また、無業者の中を「就業希望」と「就
業非希望」に分けている。
分析結果は次のとおりである。
８２年から02年までの20年間でＭ字の形状は、谷
の部分の年齢が25～34歳層から30～34歳層へと変
化するとともに、この年代の有業率が全般に高ま
っている。Ｍ字の第二の山にあたる40代以降の年
齢も50代を中心に有業率の上昇傾向がみられる。
特に25～29歳層の上昇は大きく、２０年間で18.8ポ
イントの大幅な上昇を示している。
ただし、８２年から02年までの期間を、８２年から
92年までと92年から02年までの二つの時期に分け
てみると、８２年から92年にかけて10代を除くすべ
ての年齢層で有業率が上昇したが、９２年から０２年
には20～24歳、及び35歳以上のほとんどの年齢層
で有業率の低下傾向がみられており、９２年以降女
性の有業率の上昇が全体に停滞したことがわか
る。
また、無業者の中で就業を希望している比率に
関しては、有業率の変化と逆の関係を示し、有業
に、その榊造の時系列分析を行う。
①就業状態
現在の就業の有無と、無業の場合の就業希望
の有無により、次の３パターンに分類。
ｌ有業
２無業・就業希望
３無業・就業非希望
②キャリアパターン
現在の就業の有無と、前馳の有無の組み合わ
せにより、次の４パターンに分類。
ｌ前職なし有業（現在有業・前職なし）
２前職あり有業（現在有業・前職あり）
３離職（現在無業・前職あり）
４就業経験なし（現在無業・前職なし）
③就業形態
現在の就業の有無と、有業の場合の就業形態、
無業の場合の就業希望の有無により、次の５
パターンに分類。
１正規雇用：雇用者で正規の職員・従業員
（役員を除く）
２非正規雇用：雇用者で正規の職員・従業
員以外（パート、アルバイト、派遣等）
３自営・家族従業：自営業主、家族従業
（内職・役員を含む）
４無業・就業希望
５無業・就業非希望
④家族関係と就業状態
現在の就業の有無と、配偶関係、世帯内の子
どもの有無(4)の組み合わせにより、次の６
パターンに分類。
l子どもあり世帯・有配偶・有業
２子どもなし世帯・有配偶・有業
３配偶者なし・有業
４子どもあり世帯・有配偶・無業
５子どもなし世帯・有配偶・無業
６配偶者なし・無業
(2)都道府県別にみた女性の就業構造の比較
検討
問題意識で述べたように、女性の有業率は都道
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率が大幅に高まった25～29歳層において20年間で
マイナス10.0ポイントと大きく低下し、就業希望
層が労働市場で就業機会を得て、無業者の中の就
業希望者が減少したとみることができる。二つの
時期に分けてみると、これも有業率とは反対に、
82年から92年にかけて10代を除くすべての年齢層
でマイナスとなり、有業率が高まることで無業者
の中の就業希望層が減少したと考えられる。しか
し、９２年から02年には、２５～34歳層を除くすべて
の年齢層で就業希望率が上昇している。
以上の分析結果から、８２年から02年の20年間
で、Ｍ字型カーブが全体的に上昇したが、特に８２
年から92年にかけて、女性の各年齢層で有業率が
上昇し、それに伴い無業者の就業希望者が減少し
たことがわかる。９２年以降はバブル崩壊後の厳し
い雇用情勢の影響を受け、女性の有業率が各年代
で低下し、２０代後半から30代前半を除くほとんど
の年齢層で、潜在的な就業希望層が増加したとい
える。
(2)キャリアパターン
次に、Ｍ字型カーブの構造について、キャリア
パターンの観点から分析を進める。結果は図表２
に示した。
８２年以降各年齢層で女性の有業率が上昇した
が、この間に増えたのは、前職のある有業者、す
なわち転職や離職（再就職も含む）を経験した者
である。２０代から50代までの幅広い年齢層で前職
あり有業率は10～20ポイントと大きく上昇してい
る。特にＭ字の第二の山にあたる、いわゆ再就職
図表１年齢階級別有業率、無業・就業希望率の変化
各年齢層における有業者比率の変化 (％） 
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向が共通しているが、９２年以降、特に前職あり有
業者の割合が高まる傾向が強まっている。９２年の
育児休業制度の法制化など、女性の就業継続を支
援する仕組みが整えられてきているが、企業定着
という点からみると、女性就業者の流動化の傾向
が指摘できる。
層が多数含まれるとみられる40代以上の年齢層で
は、上昇幅も大きい。また、９７年から02年にかけ
ては、３４歳以下の若年層でも大きく上昇している
点が特徴である。
一方で、前職のない有業者、すなわち離職や転
戦の経験のない者の割合は25～29歳層を除きマイ
ナスとなっている。３５～54歳の再就職者が多いと
考えられる年齢層では、大幅に低下している。８２
年時点では、この年代で初めて就業する女性が多
かったが、近年は、若年期に就業経験を持ち、子
育て後に再就業する女性が多くなっていることが
うかがわれる。
８２年から92年までと92年から02年までの二つの
時期に分けてみると、いずれの時期においても、
前職なし有業率の低下、前職あり有業率の上昇傾
(3)就業形態
この20年間に転職等の経験者（前職あり有業
者）が増加したのは、就業形態の変化が一つの要
因と考えられる。
そこで、就業形態別に分析した図表３により、
20年間の変化をみていくこととしたい。
有業者の中で大きく減少しているのが、自営業
主．家族従業者である。８２年には、４０代、５０代の
図表２年齢階級別前職なし有業率、前職あり有業率の変化
各年齢層における前職なし有業者比率の変化（現在有業・前職なし） (％） 
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
女性の３割弱が自営業主・家族従業者であった
が、０２年にはその割合が15％前後に低下し、雇用
労働力化の進行が顕著である（図表省略)。
雇用者の中でも大幅に増えたのが、パート、ア
ルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託など、「正
規の職員・従業員」以外のいわゆる非正規雇用者
である。非正規雇用者は、２０～24歳の若年層と、
40代以降の年齢層で大幅に増えている。正規雇用
は、８２年から０２年にかけて全般に若干増加してい
るが、この増加は82年から92年までの時期の増加
分であり、９２年以降は30～34歳層を除くすべての
年齢層でマイナスとなっている。とりわけ、２０～
24歳層では、８２年から02年にかけて正規雇用比率
が若干増えたが、９２年から02年までにマイナス
22.7ポイントと大幅に低下し、非正規雇用比率は
同じ時期に17.2ポイントの上昇を示した。９０年代
半ば以降の時期において、若年を中心にしたいわ
ゆるフリーター層の増加傾向が顕著であったこと
がうかがえる。
(4)家族関係と就業状態
Ｍ字型カーブの谷が出現するのは、女性の出
産・育児との関連性が深い。この谷にあたる年齢
層の有業は上昇傾向にあるが、このことは出産・
育児の時期も継続就業する女性が増力Ⅱしているこ
とを意味するのだろうか。Ｍ字の構造を、配偶関
係と世帯内の子どもの有無との組み合わせにより
分析することにより、子どものいる世帯の女性の
就業実態を明らかにしたい。
８２年の時点でＭ字の谷であった25～29歳層につ
いてみると、「子どもあり世帯・有配偶・無業」
の割合が34.7％と最も高い割合を示していた。「子
どもあり世帯・有配偶・有業」率は15.5％であっ
た。ところが、０２年には、同じ年齢層の「子ども
あり世帯・有配偶・無業」の割合は16.4％にまで
低下し、「子どもあり世帯・有配偶・有業」の割
図表３年齢階級別、就業形態の変化
各年齢層における正規雇用者比率の変化 (％） 
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し、９２年以降はこの年齢層でもマイナスとなり、
各年齢層における子どもをもちながら働く女性の
割合は、決して増加してはいない。繰り返しにな
るが、女性の有業率の上昇は、未婚女性の増加に
よる部分が大きいのである。
４．都道府県別にみた女性の就業構造の比
較検討
(1)都道府県別女性の有業率等の変化
次に、都道府県別にみた女性の就業栂造の違い
を検討する。ここでの問題意識は、女性の年齢や
配偶関係、子どもの有無や末子年齢による女性の
就業構造が地域によって異なる実態を明らかに
し、その要因に迫ることである。
女性の有業率は、都道府県により大きく異なる。
まず、Ｍ字の谷にあたる30代の女性の有業率の
変化及び現在の水準について都道府県別の比較を
行った。
合も8.2％と半減している。この間に大幅に増加し
たのが、「配偶者なし・有業」で、８２年の22.4％か
ら02年には50.0％と半数に達している。２５～29歳
の年齢層における有業率の上昇は、結婚年齢の上
昇傾向、あるいは未婚化傾向により、この年代に
おいて未婚の女性が増えたことによる部分が大き
いとみられる。
現在Ｍ字の谷にあたる30～34歳層でも同様に、
82年から02年にかけて、「子どもあり世帯・有配
偶・有業」の割合は33.1％から19.5％へ、「子ども
あり11上帝・有配偶・無業」の割合は43.0％から
31.1％へと、ともに大きく低下した。一方、「配偶
者なし・有業」が、9.1％から26.7％へと大幅に増
えている｡.
「子どもあり世帯・有配偶・有業」の割合は、
以上のような未婚化の傾向により若年層を中心に
低下傾向が顕著であるが、４５～59歳層では、８２年
から92年にかけて上昇傾向がみられている。しか
図表４年齢階級別子どもあり世帯・有配偶・有業率等の変化
各年齢層における子どもあり世帯・有配偶・有業者比率の変化 (％） 
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
０２年の水準を都道府県間で比較すると、有業率
が最も低いのは奈良県の49.3％である。全般に東
京都や大阪府などの大都市部の周辺地域で有業率
が低い。有業率が最も高いのは石川県の74.7％で、
北陸、山陰、東北・四国・九州の一部の地域で有
業率が高い。有業率の高い地域では無業者の中で
就業を希望している比率が20％程度以下と低く、
有業率の低い地域では就業を希望している比率は
３割程度と高い。有業率の低い地域では、就業を
希望しながら就業していない女性が、有業率の高
い地域に比べて多いと考えられる。
また、０２年において、６歳未満の子どものいる
世帯の年齢50歳未満の女性(5)の有業率の地域別
の傾向をみると、３０代の女性の有業率の高い地
域、低い地域と同様の傾向を示している。有業率
が最も低いのは神奈川県の270％で、都市部とそ
の周辺地域で低い。有業率が逓も高いのは島根県
の58.2％で、北陸、山陰、東北・四国．九州の一
部の地域で有業率が高い。３０代女性の有業率の格
差以上に、６歳未満の子どものいる世帯の女性の
有業率の地域間格差は大きい。
８２年から02年までの有業率の時系列変化をみる
と、プラスの地域、マイナスの地域が混在してい
る。おおむね、３０～39歳の女性の有業率と６歳未
満の子どものいる女性の有業率の増減は同様の傾
向を示している。二つの指標とも有業率の上昇が
10ポイント以上と大きいのは、鹿児島県、福岡県
である。また、０２年の有業率が低い地域で82年以
降有業率が上昇してきた地域が多く、反対に02年
の有業率が高い地域はマイナスの地域も多い。こ
のため、都道府県別の女性有業率の格差は、８２年
時点に比べて02年にはやや緩和されたといる。た
だし、上述のとおり、都道府県別の有業率の格差
は依然として大きい。
以下では、４７都道府県のうち、有業率の商い都
道府県、低い都道府県計10地域を選択し、これら
の地域の比較を行う。ここで分析を行うのは以下
の都道府県である。
以上、６歳未満の子どものいる女性の有業
率50％以上の両方に共通している山形県、
福井県、島根県、高知県の４県
②有業率の低い地域：30～39歳の有業率58％
以下、６歳未満の子どものいる世帯の女性
の有業率32％以下の両方に共通している北
海道、神奈川県、大阪府、奈良県の４道府
県
③それ以外の地域：都市部で30～39歳の女性
の有業率が比較的高い東京都と、２０年間の
有業率の上昇幅が最も大きい鹿児島県
(2)女性の年齢階級別にみた就業構造の変化
以上の10の都道府県に関して、女性の年齢階級
別にみた有業率等をみていく。
①就業状態
有業率を示すＭ字の形状は、地域により異なる。
有業率の高い山形県、福井県、島根県、高知県
は、８２年の時点ですでに台形に近い形となってお
り、その後も全般に高い有業率を維持している。
ただし、３０代の有業率は、山形県、福井県では８２
年から02年までの変化がマイナスとなっている。
一方で高知県は、３０代の有業率の上昇幅が大き
いｃ
有業率の低い北海道、神奈川県、大阪府、奈良
県では、02年時点でもＭ字型が明瞭に確認でき
る。特にこれらの地域では、２５～29歳の年齢層を
中心に30代にかけて大幅な有業率の上昇がみられ
ている。
また、東京都、神奈川県では、02時点でＭ字の
谷が35～39歳となっているのも特徴である。
図表５では、有業率の高い福井県と低い神奈川
県の02年のデータを比較している。まず、年齢階
級別の有業率をみると、３０代以降の水準に違いが
みられ、福井県ではＭ字の谷がほとんどなくなっ
ている。一方の神奈川県は、Ｍ字が全体に上昇し
てきているものの、３０代を谷とするＭ字の形状が
現在も明瞭に認められる。「子どもあり有業」の
割合をみても、すべての年齢層で福井県は神奈川①有業率の高い地域：30～39歳の有業率70％
2５ 
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図表５福井県、
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神奈川県の年齢階級別女性の有業率と子どもあり有業者割合（０２年）
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県を上回っている。たとえば、３０～34歳の年齢で
は、福井県の34.8％に対して神奈川県は13.6％と
なっている。一方で、同じ年齢層の「子どもあり
無業」の割合は、福井県の21.8％に対し神奈川県
34.9％、この２つを合わせた子どもがいる女性の
割合は、福井県が若干高いものの両地域とも５割
前後で大きな違いはない。
③就業形態
前職なし有業率の低下傾向は、就業形態と関連
していると考えられる。
いずれの地域でも非正規雇用比率が大きく上昇
している。０２年の非正規雇用比率は、有業率の低
い地域で高い傾向がみられている。正規雇用比率
は、有業率の高い地域は低い地域に比べて高い傾
向があり、有業率が高い地域は、正規雇用の多さ
が全体の有業率を引き上げているとみることがで
きる。３０代の年齢層でみると、有業率の高い地域
の正規雇用比率は４割前後であるが、低い地域に
おいては２割強である。
②キャリアパターン
前職なし有業率は、有業率の高い地域は低い地
域に比べて30代以上の年齢層において高い比率を
示している。しかし、８２年から02年までの変化を
みると、いずれの地域でも、３５歳以上の年齢層で
はマイナスとなっており、全国計の傾向と同様に
前職なし有業率の低下傾向が共通してみられてい
る。２５～29歳層は、前職なし有業率が上昇してい
る地域が多いが、その中で、山形県はマイナス、
福井県は+1.6ポイントと上昇幅がわずかで、この
２県を含む有業率の高い４地域では他の年齢でも
マイナス幅が大きい傾向にあり、有業率の高い地
域と低い地域の前職なし有業率の格差は小さくな
っている。
④家族関係と就業状態
「子どもあり世帯・有配偶・有業」の割合は、
有業率の高い地域で高く、低い地域で低いという
関係がみられる。時系列の変化では、２０代、３０代
を中心にその比率の低下傾向が共通して確認でき
る。特に有業率の高い４地域ではその低下幅が大
きい傾向にある。女性の有業率の上昇幅が大きい
鹿児島県は、２０代、３０代の低下幅が小さい。
「配偶者なし・有業」率は、いずれの地域でも、
20代後半から30代にかけて大幅な上昇が確認でき
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
る。特に20～25歳層では、２割～３割程度の大幅
な上昇となっており、３０～34歳層でも２割程度の
上昇を示す地域があるなど、配偶者のいない有業
者が増えている点は、各地域に共通する点である。
まず、有業率を比較すると、有業率の高い地域
の平均は56.7％、低い地域の平均は29.5％で、２
倍程度の差となっている。
女性の有業率の高い地域は都市部よりも地方に
多く、親との同居が多い、夫が自営業で働く割合
が高い、夫の収入が相対的に低い、といった要因
が考えられる。そこで、こうした属性をコントロ
ールすれば女性の有業率の違いがなくなるのか、
という点を検討する。これらの属性をコントロー
ルした上で有業率が変化しなければ、女性の有業
率の地域間格差は、親との同居等の条件が異なる
から、と解釈することができる。
まず、本人の学歴である。女性の就業パターン
は学歴により傾向が異なり、高学歴の女性は継続
就業者は多いが再就職の傾向が低く、高卒女性は
再就職傾向が強いために全体としての有業率が高
学歴の女性と変わらないというのが日本の特徴で
ある。大卒（大学院を含む）比率は、有業率が高
い地域で12.6％と、低い地域の10.5％に比べると
若干高い。多くの地域で大卒の場合に有業率が高
くなる傾向はあるものの、学歴別の有業率を比較
すると、いずれの学歴においても、有業率が高い
地域で高く、地域間の格差は大きい。例えば、大
卒の学歴でみると、有業率が高い地域で602％、
低い地域で31.5％と、学歴をコントロールしても
女性の有業率の地域間格差は縮小しないことがわ
かる。
次に親の同居の要因を検討する。親の同居は女
性の就業を促進することが指摘されてきた（前田
(2002）など)。６歳未満の子どものいる世帯の女
性が親と同居している割合は地域による格差が大
きく、有業率の高い地域では平均29.5％、山形県
は43.5％という高さである。一方で、有業率の低
い地域の平均は7.3％で、有業率の高い地域との差
は大きなものがある。親の同居・非同居別にみた
女性の有業率は、同居している場合に同居してい
ない場合よりも高いが、親の同居・非同居という
条件以上に地域間格差の方が大きい。親と同居し
ている場合、非同居の場合ともに、有業率の高い
地域で女性の有業率が高い。有業率の低い地域で
(3)女性有業率の地域間格差の分析
以上の分析で明らかになったのは、女性の有業
率や就業構造の地域間格差が大きいということで
ある。この背景には、どのような要因が存在する
のだろうか。
まず、以上の10の都道府県において、女性の属
性別にみた有業率をみておきたい（図表６)。
３０～39歳の女性の有業率は、高い地域と低い地
域で大きな格差がある。有業率の高い山形県、福
井県、島根県、高知県の平均は72.4％、有業率の
低い北海道、神奈川県、大阪府、奈良県の平均は
52.4％である。
配偶者の有無別にみると、配偶者のいない女性
の有業率に地域差はみられない（低地域は806％、
高地域が}よ83.5％）が、配偶者のいる女性の有業
率についてみると、有業率の高い地域での平均は
68.6％、低い地域での平均は41.4％と、地域差が
大きくなる。有配偶比率自体は、東京で64.8％と
他の地域に比べて低いといった地域間の違いがみ
られるものの、全般に地域差はそれほど大きくは
ない。
配偶者の有無による有業率の差は、子どもの有
無との関連があるとみられる。子どもがいない世
帯の女性の有業率にも地域間格差はみられる（低
地域は66.0％、高地域がは77.5％）ものの、３歳
未満の子どもがいる世帯の女性、６歳未満の子ど
もがいる世帯の女性の有業率は、高い地域が低い
地域の２倍程度と、大きな地域間格差を示してい
る。子どもあり世帯の割合は都道府県による大き
な違いはみられず、３０代女`性の有業率の地域間の
違いは、子どものいる女性の有業率の違いに起因
する部分が大きいと考えられる。
そこで、６歳未満の子どものいる世帯の女性
(50歳未満）の有業率について、女性の属性別や
家族の状況別に分析した。
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図表６都道府県別・属性別有業率の比較
【3039歳女性】
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【６歳未満の子どものいる世帯の女性（年齢50歳未満)】
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
い｡また、いずれの労働時間区分においても、女
性の有業率の高い地域で有業率が高い傾向が確認
できる。
さらに親の非同居と夫の労働時間との組み合わ
せで検討した。親も同居しておらず夫の労働時間
が長くなると、とりわけ子どものいる女性の就業
は困難になると考えられる。しかしこれに関して
も、夫の労働時間が長くなると女性の有業率が低
下するという直線的な関係は薄く、地域別の有業
率の格差の違いが残っている。
以上、調査から分析できる属性をコントロール
しながら女性の有業率を比較検討したが、いずれ
の要因も関係がないとはいえないものの、地域間
の女性の有業率の違いを説明する決定的な要因と
はいえない。これらの条件をコントロールしても
なお、女性の有業率の地域間格差は大きいという
ことが明らかになった。
は、親と同居している場合でも女性の有業率は
36.2％にとどまるのに対して、有業率の高い地域
では、親と非同居でも有業率は５割を超えている
のであるｃ有業率の高い地域は親と同居する世帯
が多く、女性の有業率と親の同居との間にまった
く関係ないとはいえないものの、同居・非同居に
かかわらず、有業率が高い地域は高く、低い地域
は低い、という傾向の方を強調すべきであろう。
夫の就業形態に関しては、いずれの地域も自営
業の場合に、妻の有業率が高くなる傾向がある。
地域別にみた夫が自営業の比率は、女性の有業率
の高い地域で5.9％と低い地域の6.7％に比べて低
い。夫の就業形態をコントロールしても女性の有
業率の地域間格差は大きい。
次に検討したのは夫の年収である。夫の収入が
高い場合には妻の就業が抑制される（ダグラス＝
有沢の法則）傾向がある。夫の収入が800万円以
上の割合をみると、東京都や神奈川県では１８％程
度と高く、山形県や高知県では２～３％台と、地
域間の格差は大きい。全体的な傾向として、夫の
年収が高くなると女性の有業率は低くなる傾向が
あるが、１０００万円以上になるとそれよりも低い年
収層よりも女性の有業率が高くなる地域もある。
山形県、東京都、大阪府、鳥取県、高知県などで、
この傾向がみられる。夫の年収別に女性の有業率
をみると、これに関しても、同水準の年収区分に
おいて、女性の有業率の地域間格差が大きい。女
性の有業率の低い地域は、年収の高い夫をもつ女
性が多いから働かないことを選択できているとい
うよりは、夫の年収が低い場合でも有業率が低い
というそもそもの地域間格差に起因する部分が大
きい。
さらに夫の労働時間も検討した。都市部の世帯
は、夫の長時間労働傾向が強く、地方では夫の帰
宅時間が早く、女性の有業率に影響を及ぼしてい
るかもしれない。しかしこれに関しても上記の分
析と同様である。確かに、女性の有業率の低い地
域では、夫の週の労働時間が60時間以上の割合が
27.1％と高いが、夫の労働時間が長くなると女性
の有業率が低下するという顕著な傾向はみられな
(4)女性の就業分野等の地域間格差の分析
女性の学歴や世帯の状況が有業率に影響を及ぼ
していないとすると、女性の就業分野の傾向に違
いがあるのだろうか。上記分析と同様に、６歳未
満の子どものいる女性（50歳未満）有業者につい
て就業分野の地域間比較を行い、有業率の高い地
域で女性が働きやすい就業環境があるのか否かを
検討した。
まず、６歳未満の子どもをもつ女性の就業形態
をみると、自営比率は地域による違いは小さく、
常用扇用の比率も差異はない。正規雇用で働く割
合は有業率の高い地域で52.2％と、低い地域の
37.0％に比べて15ポイント程度高い。正規雇用の
機会が、子どもを持つ女性の有業率の高さと関連
している可能性がある。
職業櫛成は、有業率の低い地域で、専門的・技
術的職業及び事務が若干商〈、有業率の高い地域
で技能工、採掘･製造・建設作業及び労務が若干
高いという傾向があるものの、概ね同様の構成比
である。
勤務先の従業者規模は、有業率の低い地域で、
1000人以上規模企業の比率が高い傾向があるが全
2９ 
Hosei University Repository
'叉I罰ラフ都;首府瞳L日[ｌ石筆zｹｲｕＭ
注：「低平均」は北海道、神奈川県、大阪府、奈良県、「高平均」は１１１形県、福井県、鳥取県、高知県の平均
3０ 
北海週｜山形県｜東京都|神奈川県|福井県ｌ大阪府｜奈良県ｌ鳥取県｜恋知lHLl腫児座県 低平均｜海平均
就業形態別栂成比
厨用
常用皿用
うち正規雇用
自営・家族従業
職粟別棡成比
専門的・技術的職業
管理的職典
事務
販売
サービス感築
保安礎乗
艇林漁紫
迦輸・通信
技能エ、採掘･製造・建設作典
及び労務
従葉者規模別綱成比
1-29人
30-99人
100-299人
300-499人
500.999人
1000人以上
官公庁
個人所得別栂成比
100万円未満
100-199万円
200-299万円
300-499万円
500-699万円
700万円以上
週間就業時間別桶成比
35時間未満
35‐42時間
43-48時間
49-59時間
60時間以上
正社員の週間就業時間別桐成比
35時間未満
35-42時間
43-48時間
49-59時間
60時間以上
就雄希望意職別柵成比
継続就業希望者
追加就柔希望者
転職希望者
就業休止希望者
２２８３ 
７５５２７０３３９ 
３２９５７９５ 
０９２９５５ 
００１８２ 
１６７２４ 
８５１５ 
４４９０ 
●■■●■◆●●■ 
●●■●● 
８６３１ 
２２１１ ９１５１４０２０４ １ 
７９０３２８７ ４１ 
６０１４６０ ４２１１ 
４３１ ２７４５１ 
５７５０１ 
９５２２ 
５２１ 
７１ 
１ 
５２４６ 
５０４８８３２０１ 
７７２６２４２ 
６８１１０４ 
６２３５４ 
７４０６３ 
２６６６ 
●●■●＆●■ 
●ロロＣｓ●
６３８０ 
●■●■● 
１０５２３０４０２ 
２３２３４８５ 
３９８４３１ 
餌幽副６３
８妬弘７１
８７４１ 
３２１１ 
１ 
４１１ 
１ 
３１１２ 
７８１２ ７１ 
０６３３ 
９４２６５０２０２ 
２５９７９０８ 
８８６４３０ 
９２１１７ 
２１３７６ 
９７８６ 
◆●■●■Ｃ 
Ｃ。■●◆
９７５ １４０５ 
２３１１ ４００１１０００１ ２ 
３１１ ６４３６５２０ １１ 
２３１１ ７２５８５０ 
３３１ ２８９８１ 
７９１１０ ４３１ 
７１ ６４５２ 
７５０９ 
８６３９７７４７９ 
０６６９７８４ 
８４７２２８ 
２０５６６ 
５１１８４ 
７４１７ 
４０２９ 
９０４７１０００３ 
７９２１２２３ 
２６８１００ 
６９８２３ 
６３３２４ 
０９９０ 
８７４ 
２３１ 
３１ 
１２ 
４１２１ 
４２１ 
１ 
５３ 
８ 
８９１１ 
０２９８６３３３６ 
４３４８７５８ 
８０９１７５ 
５５Ｂ２０ 
７７０７９ 
８６４２ 
■●◆０ｓ■●●■ 
２７３２ 
劃０叫恒川０００５
３５９４３２０ 
０６８５８０ 
１８２５２ 
９６１０１ 
０９７２ 
８６３１ 
４１ 
５１１ 
５２１ 
１ 
１１ 
４３１ 
７１ 
４２９０ 
４３９８３００３１ 
０７５２０４２ 
９１９８６６ 
１３５３８ 
０２５４９ 
０３６１ 
８７４１ ５０９２ 
２３１ １０６７００１０２ ２ 
４１ ３９０５７１３ １１ 
２２２１ ９２３８４０ 
３３２１ ３３１０１ 
５２４６１ ４３１ 
７１ ８８１２ 
９１０７ 
８０９４２０５５７ 
３８２７５０４ 
９４９５３０ 
７２５３４ 
０００２８ 
０８４７ 
口■●■。●●◆■
８６４ ７９１８ 
２３１ ６０２９４１００４ 
７９１４４１１ ３１ ２１ 
４１１１ １５９７２３ 
５２１ １７２６２ 
５５６１２ 
７７２２ 
１ 
１４２１ 
７１ 
５５８１ 
８９４９６１００３ 
０９１３４９３ 
２６１３２７ 
１５４１０ 
８４７３８ 
３８５４ 
９３９５ 
３０８１３０００１ 
８７５３４８２ 
羽⑬加氾、２
７６３１ 
２３１１ 
４ 
４２１ ７９６５２ 
７２７９２ 
３７５３ 
１ 
１１ 
１４２ 
７１ 
１８２６ 
３２８４６０７３８ 
４３７４２３６ 
３１９６２８ 
４４５１７ 
７８１８７ 
５３６６ 
２７０５ 
１０２８１０００４ 
３７３４５０５ 
１１１７７０ 
５８４０１ 
３６４２２ 
１４札２
９７６ 
２３１ 
２ 
３１１ 
１１ 
２３２１ 
２３２１ 
４３１ 
８１ 
２４８６ 
９０８５６３３６１ 
１１７９３５５ 
８９９９６９ 
１４００４ 
１６９５９ 
７３４６ 
●ｅ■■● 
８５３１ ４８１３ 
２２１１ ３０９２１０６０５ １ 
５０２４３０３ ４１１ 
６３９１６０ ４２１ 
４３１ ３０４５７ 
５９４０９ 
３７６２ 
４２１ 
１１ 
７１ 
７９２４ ０■●● 
８２３２８１５１０ ●■●●●●■●● 
８８６０６５７ 
２５９８０７ 
５０６８１ 
２６５１６ 
４５６５ 
“ね粟８
４０１０１０１０， 
８３２５５０３ 
８６９９５０ 
１６１８２ 
６媚羽氾１
２３１１ 
３１１ 
１１ 
２２１１ 
３３２ 
８６２２ ７１ 
９５０１ ““、川
４２０７０５９５８ 
７２５１５２８ 
５９３４４３ 
１８４８８ 
１６８８７ 
６５Ｂ１ 
Ｐ●●■■●◆●■ ５０３０３０１０４ 
０１１４３４４ 
５７９６９１ 
８８４４３ 
９妃躯８４
２３１１ 
１ 
４１１ 
１１ 
４１１ 
４２１ 
５８３２ ７１ 
図表７都道府県別有業女性の就業分野等の比較（６歳未満の子どものいる世帯の有業女性） (％） 
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
･夫の年収400万円未満を基準として、
400-599万円、600-799万円、800-999万円、
１０００万円以上の４区分についてダミー変数
を作成
･本人の学歴高卒を基準として、中卒、短
大・高専卒、大学・大学院卒の３区分につ
いてダミー変数を作成
･夫の週間労働時間35-49時間を基準とし
て、３４時間以下、50-59時間、６０時間以上
の3区分についてダミー変数を作成
・親非同居（＝l）と夫の週間就業時間60時
間上（＝l）の交差項
体的な傾向は似ている。官公庁の比率に関しても、
有業率の高い地域と低い地域で大きな差はみられ
ていない｡
女性の所得は、有業率の低い地域は正規歴)'１比
率が低い、すなわち非正規雇用比率が高いことと
関連して、１００万円未満の割合が半数近くを占め
ている。その一方で500万円以上の割合も１割を
超えるなど、所得の分散が大きい。
週間就業時間も、雇用形態との関連性がみられ
ており、有業率の低い地域で35時間未満の割合が
半数近くを占める。有業率の高い地域では、４３時
間以上で3割程度を占めている。正社員に限定し
て週間就業時間を比較すると、４２時間以下は有業
率の低い地域で若干高く、４３時間以上は有業率の
高い地域で若干多い。
就業希望意識は、いずれの地域も８割弱が継続
就業を希望している。
以上をまとめると、６歳未満の子どもをもつ有
業女性の就業分野等は、若干の分布の違いがみら
れるものの、全体の傾向として地域間格差が大き
いとはいえないようである。その中で、有業率の
高い地域では、正規雇用比率が高い点が地域間の
違いとして指摘できるだろう。
まず全国計の分析結果をみていきたい（図表
８)。
図表８６歳末満の子どものいる世帯の女性の就
業決定要因の分析（全国〉
Exp(B） 
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夫自営ダミー
親同居ダミー
3歳未満ダミー
夫年収（400万未満基準）
400-599万ダミー
600-799万ダミー
800-999万ダミー
1000万以上ダミー
学歴（高卒基準）
中卒ダミー
短大卒ダミー
大卒ダミー
夫労働時間（35-49時間基準）
３４時間以下ダミー
50-59時間ダミー
６０時間ダミー
親非同居街60時間以上
定数
－２対数尤度
カイ２乗
有意確率
サンプル数
0,662 
0442 
0294 
0.305 
-0.413 
-0.816 
-1.223 
-1.187 
●●● 
Ｃ●● 
●ロロ
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(5)地域別にみた女性有業率の要因分析
以上のクロス集計結果を踏まえ、地域別にみた
女性の有業率の決定要因を、各変数をコントロー
ルしながら分析を行った。
全国計及び上記10の都道府県について、有業＝
l、無業＝0を目的変数とする二項ロジスティック
分析を行った。目的変数は、女性の就業を選択す
る確率（就業確率をＰＩとすると、ｌｏｇ（P,／（l-
PI)）である。説明変数は次のとおりである。
0.746 
１．１５８ 
1.687 
-０２９３ 
０．１４７ 
0.523 
●●● 
●●● 
●●● 
‐0.116 
.0.130 
‐０．１１２ 
‐0.132 
0.297 
45955.5 
3556.6 
０．０００ 
36542 
0.891 
0.878 
0.894 
0.876 
1.345 
●●● 
● 
ｃｃ 
●００ 
有意水準：…p<０１、．.p<､05,.p<｣０
･夫の自営ダミー夫が自営業の場合を１と
するダミー変数
･親同居ダミー親と同居している場合を１
とするダミー変数
・３歳未満ダミー３歳未満の子どもがいる
世帯の場合をｌとするダミー変数
夫の自営ダミー、親の同居ダミーはいずれも有
意にプラスである。３歳未満の子どもは母親の就
業を大きく抑制している。夫の年収は、400万円
のケースと比べてそれ以上の年収の場合には妻の
就業はマイナスとなる。学歴については、高卒と
３１ 
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比較して、中学卒の場合にはマイナス、短大卒以
上はプラスである。わが国では、女性の有業率の
学歴効果は低いが、子どもが６歳未満という子育
て期の女性に関しては学歴が高いほど有業率が高
い傾向にある。樋口（1991）は、高学歴女性は、
出産・育児期に継続就業する傾向が高いことを指
摘しているが、本分析も、子どもの年齢が小さい
場合の母親の就業は、高学歴女性ほど高いという
結果となった。夫の週間労働時間は、３５～49時間
を基準として、それより長い場合に有意にマイナ
スとなる。労働時間が長くなると女性の有業率が
抑制されることが明らかになり、この点はクロス
集計では明らかにならなかった点である。親非同
居と夫の週間労働時間60時間以上の交差項はマイ
ナスで有意であり、親が同居しておらず夫の労働
時間が長い場合に、女性の有業率は有意に低い。
同様の分析を１０都道府県に関して行った。結果
は図表９に示している．
女性の有業率が低い地域と高い地域の傾向を比
較してみると、「親同居ダミー」の効果に顕著な
違いがみられる。つまり、有業率が低い地域では
｢親同居ダミー」が有意でないが、有業率が高い
地域では「親同居ダミー」は有意にプラスの地域
が多い。全国データでみると、親同居は女性の子
どものいる世帯の女性就業にプラスに作用する
が、地域別にみると、女性有業率の低い都市部で
は、親の同居が女性の就業の促進要因とはなって
いないことがわかかる。
夫の自営ダミーは有業率が低い地域ではすべて
プラスで有意となっている。夫の年収の効果は、
東京都巾iI奈川県、福井県、鹿児島県で、夫の年
収が妻の就業を抑制する可能性が示唆されてい
る。本人の学歴効果は、大卒ダミーがプラスの地
域が多いものの、女性の有業率の高い地域、低い
地域別にみた違いは明らかではない。夫の労働時
間はほとんどの地域で有意な関連はみられない。
ただし、親非同居と夫の週間労働時間60時間以上
の交差項は神奈川県でマイナスで有意である。女
性の有業率の高い地域はいずれも有意ではない。
有業率の低い地域では、夫の自営ダミーがすべ
てプラスで有意、親が非同居で夫の労働時間が長
い場合にマイナスの傾向がみられており、夫の状
況が女性の有業率に及ぼす影響が大きいことが示
唆されている。
５．分析結果のまとめと考察
８２年から02年までの女性の有業率の構造変化の
分析を行った。主な知見は次のとおりである。
まず、女性のＭ字型カーブの形状の変化は、主
として配偶者のいない女性の増加による部分が大
きく、子どものいる有配偶女性の有業率の変化は
小さい。女性有業者の中で、就業を継続している
とみられる前職なし有業者の割合は、時系列でみ
て低下傾向にあり、前職ありの有業者、つまり転
職経験者、離職経験者（再就職女性を含む）の割
合が高まっている。これとも関連して、正規雇用
比率の増加は小さいが、非正規雇用比率が大幅に
高まり、一方で自営業・家族従業（会社などの役
員を含む）の割合は低下している。特に92年以降
女性の有業率は低下し、また非正規雇用が増えて
転職等経験者が増えるという状況がみられてい
る。近年の若年層における非正規雇用の増加傾向
は、女性の就業継続を難しくする可能性があり、
この点は今後も注視すべきである。
Ｍ字型カーブの形状は、地域間格差が大きい。
地域別にみた有業率の格差は、子どもをもつ女性
の有業率の違いに起因している部分が大きい。６
歳未満の子どもがいる世帯の女性（50歳未満）の
属性別に有業率の地域間比較を行った結果、有業
率の高い地域は、親との同居割合が高い、夫の年
収の高い割合が低い、本人の学歴で大学・大学院
卒の割合が低い、夫の労働時間が長い割合が低い、
といった傾向がみられる。しかし、こうした属性
の違いだけでは、女性の有業率の地域間格差を説
明しきれない。親が同居のケース、夫の年収が低
いケースなど、属性をコントロールしてみても、
有業率の高い地域の女性の有業率は高く、低い地
域では低いのである。また、６歳未満の子どもが
いる世帯の女性の就業分野も地域によって傾向が
大きく異なるわけではない。親の同居、夫の状態
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
図表９都道府県別６歳未満の子どものいる世帯の女性の就業決定要因の分析
(有業率の低い地域（上段、東京都を含む〉と低い地域（下段、鹿児島県を含む）の分析結果）
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といった世帯属性や本人の学歴等の属性による違
い、あるいは女性が働く就業分野の違いでは十分
に説明できない要因が、女性の有業率の地域間格
差の背景にある。
また、女性の有業率を決定する要因分析の結果、
全国の分析結果では、親や３歳未満の子どもの存
在が女性の有業率に強く影響し、また、本人の学
歴や、夫の就業形態、労働時間の影響も明らかに
なった。地域別の分析の結果、有業率の高い地域
では親の同居が女性の就業を促す傾向があるが、
有業率の低い地域では親同居の効果は有意ではな
い。親同居の効果が地域により異なる点は興味深
い。有業率の低い地域では、夫が自営業であるこ
とや、親の同居と夫の労働時間の組み合わせが女
性の就業に影響を及ぼしている地域がみられるな
ど、夫の状態がより重要である可能性を示唆して
いる。
地域間の比較分析結果は、女性の有業率が世帯
属性等以外の要因で決まっている可能性を示唆し
ているが、その要因の探索はデータの限界ででき
ていない。子どもをもつ女性の就業を決定する要
因としては、地域の子育て環境や、価値観、女性
の働きやすさに関連する通勤時間や勤務先の労働
条件などが考えられ、こうした要因が女性の就業
にどう作用しているのかを検討することは、今後
の研究課題である。
臣の定める方法により市町村長が選定した抽出単位
（１の世帯が居住することができる建物又は建物の一
部をいう｡）に居住する約440,000世帯の15歳以上の世
帯員を対象としている。本稿では、1982年、1987年、
1992年、1997年、2002年の５回分の調査データを分析
対象としている。
（２）「就業構造基本調査」の個票データは、内閣府
｢少子化と男女共同参画に関する専門調査会」の検討
において利用が許可されたものである。なお、本稿の
データ分析結果は、公表データと必ずしも一致しない
場合がある。その場合、本研究は提供された個票デー
タに基づく分析結果として、本研究の分析結果を報告
することとする。
（３）本稿では、Ｍ字型カーブは、「労働力率」ではな
く「有業率｣、すなわち労働力人口から失業者数を除
いた数値を用いている。
（４）就業構造基本調査では、子どもの有無は世帯単
位で把握しているため、世帯内の子どもが本稿で分析
する女性の子どもかどうかは特定できない点に留意す
る必要がある。
（５）孫と同居している高齢女性を除外するために、
ここでは、「世帯内に６歳未満の子どもがいる50歳未
満の女性」について、「６歳未満の子どもがいる女性」
とほぼ同義とみなして分析を進めている。したがって
50歳未満で６歳未満の孫と同居する女性、きょうだい
の子どもと同居する女性などが、分析対象には含まれ
る可能性がある。
注
（１）「就業構造基本調査」は、我が国の就業・不就業
の状態を調査し全国及び地域別の就業構造や就業異動
の実態、就業に関する希望などについての基礎資料を
得ることを目的に５年ごとに実施されてきた。最新デ
ータは2002年である。2002年調査に関して調査概要を
みると、調査対象は、全国29.000調査区のうち総務大
参考文献
厚生労働省（2005）「平成16年版女性労働白書」
樋口美雄（1991）『日本経済と就業行動」東洋経済新
報社．
前田信彦（2000）「仕事と家庭生活の調和日本．オ
ランダ・アメリカの国際比較」Ｈ本労働研究機構．
3４ 
Hosei University Repository
